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ドイツ流通経済学の発展
―ケルン商科大学の後期―
齋　藤　光　正
はじめに
　ケルン大学経済社会学部の前身、すなわちケルン商科大学(1901-1919年) は、再びそこに総合大
学を設立しようという、19世紀の商業学衰退期にも決して絶えることがなかった市民の努力によっ
てその設立を成し遂げた。当初彼らの努力はさまざまな理由から商科大学の設立に結びつくことは
なかったが、市民はその後、部分的解決によって、すなわち専門アカデミーをいくつか設立すると
いう方法によって、商科大学設立の端緒を開こうと考えるに至った 1 。このような状況の下で、ケ
ルン商工会議所会頭メヴィッセン(Gustav von Mevissen) 2 は、1879年ケルン市に設立されるべき
商科大学のために、説得力をもった陳情書を提出するとともに、多額の寄付を行なった。氏は商科
大学の開設を見ることはなかったが、氏がこの新設大学の目標や活動計画に対して極めて大きな影
響を及ぼしたことは明らかである。
　ケルン商科大学時代の流通経済学に関する教育研究制度は、この分野を担当した代表者を基準に
2つの時代に区分することができる。すなわちケルン商科大学が設立された1901年から1911年に
わたって斯学を担ったハールツマン・ハニッシュ時代と、1911年からケルン大学経済社会学部が
設立された1919年まで斯学を担ったハールツマン・ヒルシュ時代とに分けられる。本稿では、こ
のうち特に後者に属する個別経済学、とりわけ流通経済学の教育研究制度を取り上げ、それが私経
済学の下でどのような状況に置かれていたかを考察するとともに、この間に斯学がどのように拡充
され、発展していったかを明らかにする。さらにケルン商科大学の発展に伴って生じた新たな改編
問題を取り上げ、その発展方向を特徴づけた理念やその改編に至るまでの過程を究明することとす
る。
Ⅰ．私経済学の下での個別経済学
　
　ハールツマン・ヒルシュ時代の始まりは、ユリウス・ヒルシュ (Julius Hirsch)の招聘 3 と、流通
経済学の発展にとって有利と思われる多くの状況とによって特徴づけられる 4 。第1は、商業技術
(EWL) 5 と呼ばれていた科目やその下位科目である古い意味の商業経営学(EWL)が、内容的に乏し
い初期の段階から既に一定の学問分野を占める水準にまで発展していたことである。早期に学問と
して確立されていた法学や国民経済学に対するそれらの水準的隔たりは、以前よりも小さくなった
ばかりか、ケルン商科大学の教員全般の意見によれば、それに対して長足の進歩が期待されていた
のである。このことは新しい意味での商業経済的分野(HWL)にも妥当していたため、後期の初め
にはこの分野は前述の先進科目と同様に多くの観点で有利な状況にあった。
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　第2は、当初限定的であったにせよ、制度化が既に始まっていたことである。すなわち国民経済
および商業技術文庫ならびに商工業博物館が創設されるとともに、商業経済ゼミナールが国民経済
ゼミナールに編入され、これを継承する国民経済・商業技術ゼミナールが制度としてある程度定着
していた。
　第3は、流通経済学分野の設置によって斯学が質的に向上したことである。すなわち商科大学時
代からケルン大学時代までも続いている流通経済学の設置が、2人の公式的代表者によってその量
的更新を必然的に招来しただけでなく、両者の競合的共存の結果、その質的向上をももたらしたの
である。その際、見落とされてはならないことは、その発展が別の地域でも起こり、また20世紀
初の重要な個別経済的出版物が 6 、時代の変遷に伴ってほぼ同時に出版されたということである。
それらの著作は流通経済的内容が極めて顕著であったため、ケルン商科大学の第2期の講義内容を
実り豊かなものにした。
　同商科大学では、個別経済学の更なる拡充の前提条件を改善するために、1911-12年の冬学期に
全分野の再編成が行なわれた。これには今までに他の地域で行なわれた経験が考慮されるととも
に、その間に多数の教授者に対して専門化の利点を提供することが求められた。このことは同時に
学生に対する職業教育の養成計画を特定経済分野の必要条件に適合させうる可能性を含んでいた。
1911-12年の冬学期の講義要項(Vorlesungsverzeichnis)によれば、個別経済学の構成は次の図のよ
うに示されている 7 。
　商業技術 (EWL)
 1. 一般商業技術(EWL)
  a) 簿記を含む商事経営学
  b) 取引技術
  c) 演習
　　2. 工場経営の商業技術
 3. 商企業の商業技術(HWL)
 4. 銀行の商業技術
　この個別経済学の構成図は、まず次のセメスターで二義的な修正が加えられた。既に1911年に
刊行されたケルン商科大学第1回十周年年報 8 において、「科学的商業技術」(EWL)と同じ内容の
ものとして特徴づけられる「私経済学」(EWL)の概念が現れているが、その後、1912年の夏学期
に初めて講義要項において大見出しの「商業技術」(EWL)が「私経済学」によって置き換えられ
た。この名称は斯学の特徴を示すのにより適切であったうえ、科学哲学的発展の可能性を示してい
たが、研究分野について見るとほとんど重要ではなかった 9 。ところが奇妙なことに私経済学の部
分領域は、相変わらず商業技術と称されていたのである。その後1912-13年の冬学期から「商企業
の商業技術」(HWL)は、「商品商業の商業技術」(HWL)という表記に改められた。この変更は外見
的にはその重点が経営論(HWL)から機能論(UWL)へと移ったかに見えたが、実際にはそのような
影響は見られなかった10。科目構成図におけるこの他の若干の変更については、それが流通経済学
に関連するものでない限り、ここでは立ち入らないこととする。
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　個別経済学の構成上の根本的な変更は、1914-15年の冬学期に行なわれた。この学期では商科大
学の実際的意義に照らして、私経済学と国民経済学が経済科学の2大分野として講義要項の冒頭に
置かれることになった。このように「商品商業の商業技術」(DWL/HWL)から「商品商業の私経済
学」(DWL/HWL)が生まれたため、かつて頻繁に使われた「商業技術」(EWL)という名称は、つい
に使用されなくなってしまった。それ故にここで若干の些細な変更を考慮しつつ、専門分野の構成
を図示すれば次のようになる11。
　専門分野
 経済科学
 　A. 国民経済学
 　B. 私経済学(EWL)
  1. 一般私経済学(EWL)
  2. 工場経営の私経済学
  3. 商品商業の私経済学（DWL/HWL）
  4. 銀行の私経済学
  5. 信託ゼミナール
 法学
 地理学、自然科学および工学
 保険制度および組合制度
 言語
 商業教師の教育
 一般人文科学
　簡単な修正を度外視すれば、この教育科目の構成は1919年の夏学期まで続く12。「私経済学」の
今日の一般的使用と、科目変更によって区分された個別経済学の高位への配置は、従来記載されて
きた現実的発展の結果であるといえるが、それは他方で重点分野としての、あるいは世間一般に認
められた科学分野としての、斯学の意図的な将来像に対する綱領となる規準でもあった。その際、
国民経済学と私経済学との関係について、激しい科学哲学的議論が先行したが、この議論は、両科
目が相通じているだけでなく、相互に重なり合い、かつ補い合っているということ、つまりそれら
は広範囲にわたって同じ方法を用いており、また上位科学の経済科学に共通する、同等の構成要素
と見なされなければならないという結論に至った13。以来この見解には何ら変更が生じなかった14。
　私経済学の領域においては、これを理論科学または純粋科学として理解すべきか、あるいは実
践科学または応用科学として理解すべきか、という論争15がとりわけ問題になっていた。ケル
ンでは、斯学を企業に利益をもたらす経営の「技術論」と見なしたシュマーレンバツハ(Eugen 
Schmalenbach)の影響の下で16、その専門分野の同僚たちは、斯学を応用科学として特徴づけると
ともにその拡充を行なうということを決定し、この見解を商科大学時代の末まで維持させた17。
　ケルン商科大学の設立第1期は、ハールツマン(Max Harzmann)が補助的な個別経済的授業の他
にほとんど１人で流通経済的授業を負担しなければならなかったが、ハールツマン・ヒルシュ時代
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になると、このような教員不足の状況は改善され、はるかに恵まれたものとなった。講師陣が拡張
されたことにより、私経済学の他の分野に対するハールツマンの任務の負担はかなり軽減され、こ
れによって氏はとりわけ商業経済学(HWL)の問題に集中的に取り組むことができるようになった18。
　また1911-12年の冬学期にユリウス・ヒルシュが流通経済学に関する講義を担当したことは19、
その後の斯学の発展にとってかなり重要な意義をもつこととなった。ヒルシュはハールツマンとは
異なり、正規のアカデミックな養成課程を過ごした。氏はアーヘンならびにボンで国家学および
法学を学んだ後、ボン大学で哲学博士の学位を授与された。次いで1911年、ケルン商科大学で国
民経済学の大学教授資格を取得した。しかしヒルシュは既に国民経済学の私講師として、とりわ
け商業経済的問題(HWL)に関心を持ちながら、私経済学の領域に限定された授業に携わっていた。
1913-14年の冬学期、氏は私経済学講師に異動した後、とりわけこの領域に全力を傾注した。さら
にヒルシュは私講師から新たに設置された商業技術(EWL)の第3講座所有者になるまでの間、つま
り1917-18年の冬学期から何学期にもわたり私経済学教授として職務を果たした。終戦後、氏はケ
ルンを去ることになったが、このことはケルンの流通経済学分野にとって大きな損失を意味した20。
　ケルン商科大学の流通経済学第2期においては、ハールツマンとヒルシュの他に、非常勤講師も
制度的商業経営学(HWL)や機能的商業経営学(UWL)といった専門分野の授業にしばしば寄与して
いる。その担当者名および担当分野を教育プログラムの年代に従って整理すると、表1のように示
される21。教育活動において、これらの教員による協力は必ずしも重要ではなかったが、この表か
らは早期に斯学の領域を極端に限定させたくなかった意図が窺われる22。
表1　非常勤講師による学期別担当授業(1911-16年)
西暦・学期 非常勤講師 専門分野の授業
1911-12年冬学期 ティーツ　(Alfred Tietz) 商業経済学
1913-14年冬学期 ヴァーグナー　(Heinrich Wagner) 展覧会制度
1914年夏学期 マールベルク　(Walter Mahlberg) 商業経済学
1914-15年冬学期 ユング　(Arthur Jung) 新聞業界
1915年夏学期 ヴァイラー　(Peter Hans Weiler) 商業経済学
1915-16年冬学期 リュートゲン　(Eugen Lüthgen) 芸術学および広告
　ハールツマン・ヒルシュ時代に流通経済学のいかなる講義内容が伝えられようと意図され、また
これが十分に伝えられたかについては、エッカートがこれを幾度も氏の報告書の中で述べている。
1913年から1915年に至る学年暦に関する氏の報告によれば23、当時、斯学の領域は今日のそれと
は大分違ったものとして捉えられている。すなわち流通経済的に重要な学問分野は、その一部のみ
が商品商企業 (HWL)の特殊私経済学に数えられている一方、その大半は一般私経済学(EWL)に含
まれているのである。この両者を区別する基準は必ずしも一貫して守られていたわけではないが、
その講義がどちらかといえば機能的志向の一般「取引技術」(EWL/DWL)の下に記載されていよう
と、あるいはより制度的志向の特殊「経営技術」(DWL/HWL)の下に記載されていようとも、何ら
かの基準は恐らく存在していたものと考えられる。これに関するエッカートの詳論によれば、次の
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ように記されている。
　「個々のグループで取り扱われる問題は、主として次のとおりである。
 I. 一般私経済学
 a) 一般経営技術および簿記
 b) 一般取引技術
 1. 貨物運送技術
  小包運送の基礎、賃率表およびドイツ鉄道の一般運送規程、海上および河川運送の概況、
特に格付け、船倉、傭船契約、船荷証券、通し賃率表、商品流通統計。
 2. 商品取引技術
  商業の任務と一般的組織。経営形態(会社、個人)。補助者とその職能(問屋、代理商、仲
立人)。商業の組織-市場、取引所、見本市、倉庫制度。商人組合一般。自由取引および
(カルテル、トラストなどによる)制限取引における取引締結技術-大規模組合の模範契約
に基づく品質、数量、引渡条件などに関する約款、既定の商慣習、仲裁裁判所。広告、計
算を含む経営組織の概要。商業助成施設-商業会議所、興信所。
 6. 通信技術
  文書・電信・電話通信の基礎、ケーブル通信の最も重要な設備、特にケーブルコードの構
築。
 II. 工場の私経済学
 III. 商品商企業の私経済学
 a) 輸出入を含む商品卸売業
  最も重要な卸売商の種類。独立商業の介入および排除傾向。商業に対する、および商業内
のカルテルおよびトラスト組織。一連の典型的な商業部門の叙述による商品流通( Ib2 )の
一般的概要の完結、すなわち次のとおり。
 1. 原料品商業
  いわゆる世界貿易商品、その生産および販売地域、商業施設、特に国際的に最も重要な市
場や取引所、倉庫および倉荷証券、重要な個人経営の組織。ドイツ内国商業にとって同様
に重要な工業原料および半製品。食糧供給組織。市況報告。
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 2. 製品商業
  製品卸売商における専門化および結合。商品流通全般の叙述、重要な商業部門における仕
入・販売、経営組織、原価計算、宣伝の叙述。カルテル取引、銘柄品取引。卸売商組合お
よびその施設。商業専門文献。
 3. 輸出
  とりわけドイツの輸出の趨勢。最も重要な販売地域とその取引形態および商慣習。専門輸
出商の組織、その取引。いわゆる「直輸出」。通関手続。輸出奨励制度-領事館および官公
庁の報知制度、輸出局および輸出品見本陳列所、外国商業会議所。
 b) 近代小売業
  近代小売業の発展傾向と主要形態。卸売経営-百貨店および大商店、通信販売、消費協同
組合、連鎖店。小売商同盟(仕入会社、割引貯蓄組合、小売商企業合同)。大規模経営の組
織および計算の概要。
 c) 貨物運送
 1. 鉄道運送
  国内外における全組織。賃率制度および運賃算定の管理。通関手続の技術を含む国内外に
おける輸出技術。
 2. 内国水運
  最も重要なドイツ内陸水路における組織。小口取扱貨物および大量積載貨物に関する輸出
約款および技術。内陸水運における最も重要な組合。運賃取引所。
 3. 海運
  近代的海運組織の概要-近代的定期および不定期航路の利用。商港管理。海運組合。運賃
取引所および船舶仲立人。海上運賃表。船荷証券およびその利用実務。
 4. 運送取扱業
  運送保険の基礎24」
　当時まだ克服されていなかった分野間の境界設定の困難性は、詳述した分野の対比において示さ
れている。つまりある分野は「一般私経済学」の「一般取引技術」の下に記載され、また他の分野
は「商品商企業の私経済学」の下に記載されているのである。さらにこの一覧表では取り上げられ
るべき問題が幾つか省略されていることが確認できる。例えば講義要項に記載された実際の教育内
容とは対照的に、エッカートの詳論では通過貿易の問題が全く言及されていなかったり、輸入問題
が粗略に扱われたりしている25。しかしそれにもかかわらずその一覧表は、全体として当時の流通
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経済的教育計画に関して有用な概観を提供している。
　エッカートが提出した報告書に関連する流通経済学の構成要素は、前述のとおり原典に忠実に再
現されている。というのはそこに列挙されている素材分野は、10年以上にわたって流通経済学に
おいて不変の財産として数えられてきたからである。そのうち多数の領域は、その間に十分に開拓
されたが、科学的考察にとって得るところが少ないものであるとされ、営業技術と称される入門教
育の下に押しのけられた。また他の領域は次第に取引学(Verkehrswissenschaft)の個別経済的部門
に継承され、最後に残ったものが流通経済学のさらなる拡充の基礎として役割を演じることとなっ
た。この方向は既に若干の部分領域を暗示していた。例えば商業経済学(HWL)は、これまで「小
売商」として顧みられなかった小売業を考慮に入れることによって、また取引経済論(UWL)では、
当時はまだ「宣伝」または「プロパガンダ」と呼ばれていた広告に言及することにより、それぞれ
の部分領域を大まかに示していたのである26。
Ⅱ．流通経済学の拡充
　次の表2に掲げられている授業内容27も前述の最後の方向と一致している。流通経済学における
授業内容は、前期のそれに比べ若干形態の変化に富んだものとなっている。ハールツマン・ヒル
シュ時代の講義題目は総計で27題目に達しており、そこには100コマの授業時間が割り当てられて
いる。これを16学期(1911/12年冬学期-1919年夏学期)で除すると、1学期あたり平均6.3コマが割
り当てられていたことになる。授業時間を2時間と仮定すれば、担当者は1週間あたり12.6時間の
講義を負担していたと考えられる。従って1週間当たりの総授業時間の平均は、ハールツマン・ハ
ニッシュ時代のそれ(5.6時間)に比べ2倍以上に増えたことが分かる28。
 
表2　流通経済学の授業-ハールツマン・ヒルシュ時代 1）
 
1.	 小売業の近代の発達(1)	2）
	 ヒルシュ　11/12
2.	 ハンブルクの輸出技術(2)
	 ハールツマン　11/12、12/13、13/14、14/15
3.	 小売業の広告(1)　　
	 ティーツ　11/12
4.	 商企業の商業技術に関する演習(1)
	 ハールツマン　11/12、1912、12/13、1913、13/14、1914、14/15、1915、15/16
	 ヒルシュ　1914
5.	 商品流通の概要または基礎(2)
	 ハールツマン　11/12、1912、12/13、1913、16/17、17/18、18/19
	 ヒルシュ　17/18、1918、1919
6.	 特に世界貿易商品を考慮に入れた商品流通の技術(2)
	 ハールツマン　1912、12/13、1913
7.	 貨物流通の技術(1-2)
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	 ハールツマン　1912、1913、14/15、1918、1919
	 ヒルシュ　16/17
8.	 現代の商業問題(1)
	 ヒルシュ　12/13　	
9.	 演習、特に商業問題について(2)
	 ヒルシュ　12/13、1913、1914
10.	 商業政策の根本問題(1)
	 ヒルシュ　1913
11.	 商品流通技術の概要または基礎(2)
	 ヒルシュ　13/14、1914、1916、16/17、1917
	 ハールツマン　1914、14/15、1918、1919
12.	 小売営業の組織と技術(1)
	 ヒルシュ　13/14
13.	 博覧会の組織(2)
	 ヴァーグナー　13/14
14.	 商業経営学に関する演習またはコロキウム(1)
	 ヒルシュ　1914、14/15、1916、16/17、1919
	 ヴァイラー　1915、15/16
15.	 南北アメリカとのドイツの貿易(1)
	 ハールツマン　1914
16.	 販売技術(2)
	 マールベルク　1914
17.	 商業技術(2)
	 マールベルク　1914
18.	 商品および貨物流通の基礎または技術(3)	3）
	 ヒルシュ　14/15、18/19
	 ハールツマン　1915、15/16、1916、1917
19.	 現代の広告(1)
	 ユング　14/15、15/16
20.	 小売業の私経済学(1)
	 ヒルシュ　14/15
21.	 商企業の私経済学に関する演習(2)
	 ヒルシュ　14/15、1916、16/17、1917、17/18、1918、18/19、1919
	 ハールツマン　1916、16/17、1917、17/18、1918、18/19、1919
22.	 広告と芸術(1)
	 リュートゲン　15/16
23.	 輸出商の組織と技術、特に中近東諸国に関して(1)
	 ハールツマン　1916、1917、1918、18/19、1919
24.	 広告および組織学に関する演習(1-2)
	 ユング　16/17、1917、17/18、1918、18/19
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25.	 平時および戦時の価格形成および価格審査(1)　　　　
	 ヒルシュ　16/17　
26.	 商品商業における計算(1)
	 ヒルシュ　17/18、18/19
27.	 商品流通および商品計算に関するコロキウム(1)	4）
	 ヒルシュ　1918
　
出所：Sundhoff, E.: Die Distributionswirtschaftslehre an den Kölner Hochschulen, Köln 1990, S. 327-329. 
　　　一部修正。
注：1) 1911-12年冬学期から1919年夏学期までの期間。
　　2) ヒルシュによって提供された授業は、経営経済的構成要素とともに広範囲にわたって総合経済的構
成要素を含んでいた。従ってそれらはまず国民経済的講義の中で繰り返し予告されていた。()内は
時間である。
　　3) ハールツマンは、1915-16年の冬学期に商品および貨物流通の基礎および商品および貨物流通の技術
に関する講義を3時間ずつ行なった。
　　4) ハールツマン・ヒルシュ時代の講義題目は、都合27題目あり、授業数は100コマに達している。こ
れを16学期で除すると、1学期平均6.3コマになり、週当たりおよそ12.6時間を負担していたと考え
られる。
　表2において個々の講義題目が列記されているとおり、講義題目よってはそれが繰り返し行なわ
れ、しかも非常に異なった頻度で行なわれたこと、およびそれを講師に割り当てていたことが明ら
かになった。また基本構想を構成する標準的授業時間とともに、特殊問題または周辺分野に向け
られた予告が増強されたことも注目すべきである。このことは肯定的に評価されなければならない
が、それは次の理由によるものである。すなわちそれらのテーマを取り上げることは、再三行なわ
れた基本的講義よりも骨の折れるものであったが、科学的進歩にとって特に有意義なものとなって
いたからである。流通経済学の問題に第一に関心のある学生にとって、他の個別経済的分野、とり
わけ一般私経済学分野においてそれを展望することは当然必要なことであるが、さらに他の科目を
通じて、必要な補足が絶え間なく、かつ規則的に予告されることも不可欠である。例えば国民経済
学の領域では、世界貿易組織や、国家および自助による外国貿易の促進、および内外商業政策に
関する講義がこれに該当し、また法学分野では商法上重要な構成要素がこれに当るものであった。
従ってハールツマン・ヒルシュ時代の教育内容に関する量的状況は、もちろん満足できるもので
あったし、前期のそれよりも本質的に良好であった。さらにヒルシュの影響の下で、とりわけ氏の
刊行物から明らかなように、斯学を提案する質的水準が向上していたことも重要である29。
　ところで講義計画を補完する研修旅行30はどのような状況に置かれていたのだろうか。少人数に
よる若干の研修旅行は、第1次世界大戦の勃発までは行なわれていたが、それは依然として時間的
にも場所的にも極めて限定された企画に過ぎなかった。かくて戦後になっても、やはり数週間にわ
たる長期の海外研修旅行は復活するには至らなかったのである。このような結果に終わったのは、
当時学生数が増大したことと、その財政的状況が戦前に比べてかなり悪化したことによるものであ
る。
　次に商科大学の後期におけるゼミナールについて調べると31、次のような状況が明らかになった。
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すなわち講義要項における授業時間の意味でのゼミナールがしばしば実施されていたのに対し、制
度としてのゼミナールはほとんど継承されなかったということである。また商科大学の第1期末頃、
既に設置されていた国民経済・商業技術ゼミナール(EWL)は、その後分割されるものと思われた。
というのは1915年の夏学期から1915-16年の冬学期にかけて、博士の学位を受けた組織上の助手が、
「私経済ゼミナール」の担当者として名前を挙げられていたからである32。他方、同様に既に前期
に開設されていた国民経済および商業技術文庫(EWL)は、1913-14年の冬学期に「ケルン商科大学
文庫」に拡張された。同文庫は1904年から存続するケルン診療医科大学や1912年に設立された地
方自治・社会行政大学にも役立った。しかしこのような統合から明らかになるもう一方の側面は、
私経済学および流通経済学に関する文庫(研究所とも呼ばれた)の有用性が、必ずしもあまり高く評
価されていなかったということである。それ故に研究活動の制度的支援は、その後も僅少のままで
あった33。
　ところでケルン商科大学の後期には、どのような出版物が刊行されたのだろうか。ハールツマ
ン・ヒルシュ時代には、前期とは対照的に貴重な研究成果を上げたより多くの出版物が刊行され
ている。そのほとんどは個人的関与に負うものであったが、ヒルシュはボン大学に提出した博士
号請求論文「西部ドイツにおける百貨店-その組織と影響-」(Das Warenhaus in Westdeutschland; 
seine Organisation und Wirkungen, Naumburg 1909) において、既に科学的な新領域を切り開い
ていた。その後氏はケルンで従来なおざりにされてきた小売商分野の研究を継続させ、論文「小
売業の連鎖店経営、主としてドイツおよびベルギーの資本主義的大型連鎖店経営を考慮して」
(Die Filialbetriebe im Detailhandel, unter hauptsächlicher Berücksichtigung der kapitalistischen 
Massenfilialbetriebe in Deutschland und Belgien, Bonn 1913)を公表し、大学教授資格を取得した。
この2つの研究は、当時支配的だった小売業の大規模経営形態を詳細に分析したものである34。
　しかしながらこの時代で最も重要な著作は、ヒルシュが著した『現代の商業』(„Der moderne 
Handel“)35である。本書は商業全体(DWL/HWL/UWL)を取り扱っているが、一方でこれを主とし
て私経済的視点の下で取り扱うとともに、他方でこれを広範囲にわたって国民経済的視点の下で取
り扱っている。すなわち第1部の「資本主義的発達における商業」および第4部の「内国商業政策」
が総合経済的問題を取り扱う一方、後者に含まれる第2部の「現代の卸売商」および第3部の「現
代の小売商」は、当時既に進行しつつあった流通経済的変革の決定理由や発展傾向を浮き彫りに
し、広範囲にわたって個別経済的分析を行なっているのである36。
　本書において特に注目に値するのは、第1にヒルシュが以前の小売商業の研究を超えて、小売商
問題をあらゆる経営形態において研究し、第2に1918年の初版の補遺で取引経済的問題(UWL)に
立ち入ることによって、商業経済学(HWL)の領域を超えたことにある。また時代に関連させた『現
代の商業』という書名は、今日的視点から見れば必ずしも適切に選定されているとは言えないが、
本書を読むことによって、商業の発展に関する基本的傾向や根本原理およびその構造を正確に把握
することができるという意味で、本書は今なお有益である。さらに本書はその生き生きとした叙述
により、最初の示唆的な思考過程から、さらにその先の追究へと向かわせるため、刺激的でもある37。
　ヒルシュは、ケルンで研究活動を続けている間、この他にも一連の論文を発表している。その一
部は流通経済的にあまり重要なものではなく、また一部はより狭い領域を取り扱った論文であり、
重要なものとは言えない。それ故それらの文献名のみを悉く列挙することは、ここでは不要であろ
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う。しかしながらヒルシュがケルンを去った後も、氏の流通経済学がさらに拡充されていったこと
を指摘することは適切であろう38。
Ⅲ．商科大学の発展と課題
　ハールツマン・ヒルシュ時代の商業経済学(HWL)の発展を回顧すると、全体として斯学が長足
の進歩を遂げたことが分かる。これを内容的観点から分析すると39、次のように指摘することがで
きる。すなわちこの時代の初期にかろうじて卸売経営論を内容としていた斯学は、小売経営論に
よって補充され、これにとどまらず流通経済的次元においてもこの2つの分野を統合し、さらに視
野を拡大させ、そこから再び取引経済的機能および過程(UWL)の解明を目指したのである。他方、
方法論的観点における進歩は40、問題解決型の考察方法が従来行なわれてきた教材の編集者的伝達
に加えられた点にみられる。ハールツマン・ヒルシュ時代には、主に学問領域の概要を述べた定説
的教材について編集者的伝達が行なわれていたが、学問領域における問題を認識し、その解決を目
指した考察方法がそこに加味された。しかしながら流通経済学(DWL)にとって、商業技術(EWL)
から私経済学(EWL)への転換に伴う科学哲学的議論が、必ずしも有益ではなかったため、この方
法はほとんど定着しなかった。
　ところでケルン商科大学の個別経済学は、何によってその科学性を確立したのだろうか。その
後期には一方で商品商業の私経済学(DWL/HWL)に関する研究がヒルシュによって推進されると
ともに、他方で会計制度の分野において、工場経営および銀行に関する私経済学がワルプ(Ernst 
Walb)とシュマーレンバツハによって展開された。とりわけシュマーレンバツハによる画期的な著
作の出版は41、ケルン商科大学の個別経済学における科学性を証明することとなり42、当時多数み
られた商業アカデミー 43の中で同商科大学に特殊な地位を与えるのに大いに役立った。今なお際
立つ経営経済学のいわゆる「ケルン学派」という名称は、氏に由来するものである44。
　商科大学の第1期の間に、学術分野が充実した高等商業学校という形態から誕生した専門大学
(Fachakademie)は、ハールツマン・ヒルシュ時代を経て、今や中心科目となった私経済学の隆盛
の結果として、学術単科大学(wissenschaftliche Hochschule)に変わっていた45。この単科大学は設
立の前年においても、戦争による諸困難にもかかわらず、絶えず発展を続けることができた。教師
にとってその魅力は、戦争勃発直前のセメスターにおいて学生数が600人に達していたことから明
らかなように46、学生間で高まっていた人気と一致している。
　さらにその名声は、1912年に設立された地方自治・社会行政大学(Hochschule für kommunale 
und soziale Verwaltung)との密接な研究協力を通じて強固なものとなった。同大学は私経済分野に
対する商科大学と同じような目標を公共分野に関して追求していたからである。両単科大学の共通
科目に基づく提携上の外面的特徴としては、指揮の兼務47、教授陣の相互利用、および機関の部分
的共用があった。従って創設者世代は、商科大学の教授陣と同じように、これに大いに満足してい
たのである48。
　このようにして達成された大学の適格性は、第1次世界大戦の終結によって政治情勢が変わった
のと同じように、ケルン商科大学のその後の発展を熟考させる契機となった49。この議論には2つ
の類型が考えられた50。その1つは商科大学をさらに独立機関として拡充するとともに、商科大学
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に対して工科大学のように学長職制度やドクターの学位授与権をもつ学術単科大学という確固たる
地位を与えることを目指そうとするものであった。もう1つは、決して絶えることがなかった総合
大学復活の理念が再び活発になってきたことに関連する。すなわち地方自治・社会行政大学を考慮
しながら、商科大学を完璧に整備された経済社会学部に吸収させ、さらにその重点を今まで以上に
教育から研究に移すとともに、研究においても応用研究から理論的研究へと重点を移すべきだとす
る考えである。
　当時プロイセン政府もケルン商工会議所も、この計画を比較考量することはなかった51。さらに
影響力の強い銀行家で商工会議所会頭でもあったハーゲン(Louis Hagen)に代表される商人階級も、
また商科大学の私経済学代表者、とりわけシュマーレンバツハのグループも52、これに対して深刻
な疑念を抱いていた。その懸念は、専門単科大学の特殊な任務とそれに伴う経済実践の意義が、伝
統的な学部集団の束縛に悩まされるということに向けられていた。すなわち独立の単科大学がそれ
に特有の経済的専門領域を妨害なしに拡張できるだけでなく、その専門領域を補足するのに必要な
諸科目(法学、文献学、自然科学および工学)を実践的補助科学の意味においてより適切に編成でき
ることを彼らは主張していたのである。ただしこれとは対照的にエッカートや多数の教授陣は、総
合大学の再建と結びついた経済社会学部の設置をあくまでも好ましいものと考えていた53。
　ケルン市長ヴァルラフ(Max  Wallraf)は、総合大学の復興計画に好意を抱いていたが、在職
中に反対意見の趨勢に打ち勝つことができなかった。しかし1917年にアデナウアー (Konrad 
Adenauer)がドームシュタット市長になると、氏の影響力の下でその世論は次第に変わっていった。
広範囲に影響を及ぼした金融関係と地方自治的影響力により、その見解が極めて重要だったハーゲ
ンがその立場を変えると、氏は総合大学全体についてだけでなく、この機関の若干のものについて
も熱心な後援者となった54。かくて長期にわたって抵抗していたシュマーレンバツハですら結局こ
れに同意し、ケルン商科大学史において特に注目すべき第2期は、1919年の夏学期前に合意の上で
良い結末を迎えたのである55。
　この1919年の夏学期は、法律上は新しい経済社会学部の最初の学期である。というのは1919年
5月29日56がケルン大学の創立日として受け入れられているからである。しかし事実上はむしろ
従来の商科大学の最後の学期である。というのは第1に、この学期は既に組織変更の施行日前に始
まっているからであり、第2に、その学期の満了は単科大学の効力ある講義要項にまだ完全に一致
しているからである57。従って新しい法律上の地位を除いて、差し当たりこれ以上の変更は存在し
なかったといえる。この理由により、ここでは1919年の夏学期を組織上ハールツマン・ヒルシュ
時代に属するものと見なす58。従ってその時期に予告された講義は、表2において一緒に取り上げ
られている。ケルン商科大学の第2期、つまり後期に関する論述が、1919年の夏学期を含めている
のはこのような理由からである。
結びにかえて
　本稿はケルン商科大学の後期に焦点を絞り、当時の個別経済学、とりわけ流通経済学の教育研究
制度を取り上げ、それが私経済学の下でどのような状況に置かれていたかを考察するとともに、こ
の間に斯学がどのように拡充され、発展してきたかを明らかにした。さらにケルン商科大学の発展
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に伴って生じた新たな改編問題を取り上げ、その発展方向を特徴づけた理念やその改編に至るまで
の過程について論じてきた。ここではハールツマン・ヒルシュ時代における個別経済学の特色およ
び流通経済学の拡充内容、ならびに商科大学の発展に伴って生じた改編問題を要約し、これをもっ
て結びにかえることとする。
　第１に、ケルン商科大学では、1914-15年の冬学期に個別経済学の構成上の根本的変更が行なわ
れ、経済科学の2大分野として国民経済学と私経済学が講義要項の冒頭に置かれるとともに、従来
そこに使用されてきた「商業技術」に代わって「私経済学」が使用されるようになったことが指摘
できる。「私経済学」が個別経済学の高位に配置されたことは、斯学が将来重点分野として、また
科学分野として発展することが意図されていたと解される。従って商科大学の前期に起こっていた
教員不足の状況が講師陣の拡張によって改善されたり、ヒルシュを招聘したりしたことは、このよ
うな将来像を見据えてのことだったと考えられる。
　第２に、ケルン商科大学の後期における流通経済学の授業内容が、前期のそれに比べ、量的に2
倍以上に増えるとともに、ヒルシュの影響の下で、とりわけ氏の刊行物から明らかなように、斯学
を提案する質的水準が向上していたことが挙げられる。ヒルシュが著した『現代の商業』はこの時
代で最も重要な著作といえるが、それは本書が商業全体を取り扱いつつ、一方でこれを主として私
経済的視点の下で取り扱い、他方でこれを広範囲にわたって国民経済的視点の下で取り扱っている
からである。本書で特に注目に値するのは、氏が小売商問題をあらゆる経営形態において研究し、
さらに取引経済的問題に立ち入ることによって、商業経済学の領域を超えたことにある。
　第３に、前期に高等商業学校から誕生した専門大学としての商科大学が、ハールツマン・ヒル
シュ時代を経て、学術単科大学に成長するとともに、シュマーレンバツハの画期的な著作の出版に
よってケルン商科大学の個別経済学における科学性が証明され、これがその後の発展を熟考させる
契機となったことが指摘できる。すなわち商科大学を独立機関として拡充させるのか、あるいはそ
れを経済社会学部に吸収させるべきなのかの議論は、結局後者の見解に統一され、ケルン商科大学
は1919年の夏学期をもってその幕を閉じたのである。
　要するに高度な商業学校の性格を持つ初期のケルン商科大学は、その後期を通じて学術単科大学
に成長し、達成された大学としての適格性により、さらにケルン大学の経済社会学部に吸収される
こととなったのである。
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